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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、ある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、原子燃料サイクル政策という高度に専門的かつ政治的な複雑性を有し、長

年にわたり議論が膠着している政策領域を対象に、自然科学・社会科学・政策実装の融合的アプ
ローチによって、市民の受容と熟議に資する新たな枠組みの構築を目指したものである。技術的
合理性と社会的価値判断が複雑に絡み合う本領域において、技術シナリオの可視化や市民の選好
構造（感情的要素を含む）の解明を通じて、政策形成の正統性を確保するための科学的根拠を提
示しようとする目標設定は、既存技術の社会化・制度化の促進と受容に関する提案を求めた本プ
ログラムの趣旨に合致しており、妥当であったといえる。 
本プロジェクトでは、①多様な原子燃料サイクル・シナリオの設計・評価、②シナリオに対す

る市民選好の客観的把握とその背景要因の解明、③AI 対話エージェントを用いた新たなコミュ
ニケーション手法の模索、④政策プロセスにおける熟議の阻害要因（固着性）の解明といった研
究開発実施項目の推進を通じて、膠着した政策状況に比較と選択の視点を導入することが試みら
れた。 
具体的な成果として、まず自然科学グループにより、軽水炉ワンススルーから高速炉・核変換

技術までを含む 8つの技術オプションが、コストや廃棄物量等の統一指標で比較可能なシナリオ
として体系化された。 
社会科学グループは、大規模アンケートによるコンジョイント実験を実施し、一般市民と専門

家で政策評価軸にどのような違いがあるかを定量的に明らかにするとともに、不安などの感情や
技術への信頼感が受容度に与える影響を分析した。また、回答者に提供する情報量や対話の有無
を操作して参加者の感情や認知に変化を与える実験も行い、そうした感情要因が政策受容に及ぼ
す効果を検証している 。また、生成 AI を用いた対話実験では、一方的な情報提供よりも双方向
の対話が市民の「態度の明確化」や「確信度」の向上に寄与することが示唆されるなど、熟議支
援の新たなツールとしての可能性を提示するに至っている。 
加えて、政策実装グループは、史資料分析と関係者ヒアリングを通じて、政策の停滞要因を

「固着性（stickiness）」として概念化し、その構造を解明した。また、政策決定者グループ、政
策関与者グループ、批判的観察者グループの間で、固着性の程度やその要因に対する認識にギャ
ップが存在することを明らかにした。 



 

政策過程では、社会科学グループと自然科学グループが検討を行ったように、安全性、経済
性、環境負荷、資源・電力供給安定性、技術的特性、意思決定過程を含む多面的な評価が必要と
なる。政策実装グループでは関係者へのインタビュー調査に基づき固着性の要因について分析を
行っている。結果、政策関与者グループは、政策決定者は核燃料サイクル政策や開発方針に固着
しており、その固着の要因は、原子力発電や原子燃料サイクルが、エネルギー需給の 3E（エネ
ルギー安定供給性、経済合理性、環境適合性）の達成という公益性に貢献する信念を彼らが共有
してきたことにあると認識していることや、政策決定者グループならびに政策関与者グループ
は、批判的観察者が反対の立場に固着しているため、政策決定側も必然的に固着せざるを得ない
と認識していることを明らかにした。すなわち、認識を異にするステークホルダー間での対話が
成り立ってこなかったといえる。このことは、本政策分野の研究における貢献するとともに、本
プロジェクト全体の位置づけを明確にするものと評価できる。 
こうした研究開発の推進にあたっては、当初計画されていたミニ・パブリックスを通じた熟議

の実践について、研究開発の進捗およびその実現可能性、そして現実の生成 AI 技術の普及とい
う動向を捉え、AI チャットボットを用いた対話実験へと計画の見直しが行われた。この発想の
転換と柔軟な判断により、資源制約の中で効果的なデータを取得し、熟議の代替・補完手段とし
ての AI の可能性を試行的に提示することに成功した点が特筆される。大規模なオンライン調査
や実務家へのヒアリングも着実に実施され、必要なデータの収集と分析は概ね計画通りに遂行さ
れている。 
一方で、目標達成に向けた課題も散見された。特に、自然科学グループと社会科学グループ、

政策実装グループの知見を統合し、具体的な政策提言として昇華させるプロセスにおいては、異
分野間の用語や文化の壁もあり、当初想定したレベルでの有機的な融合には至らなかった。ま
た、提案された「熟議」の枠組みが、現実の原子力政策の形成プロセスの中で具体的にどのよう
に貢献しうるか、その制度的実装の道筋については依然として検討の余地が残されている。 
それでもなお、本プロジェクトは、原子燃料サイクル政策の社会的受容性という技術的・社会
的に極めて難易度の高い課題に対し、多角的なアプローチでエビデンスを創出し、今後の政策議
論の土台となる基盤的な知見を提供した。政策決定の前提となる「議論の枠組み」自体を問い直
し、その再構築に向けた視座提供したという点において、本プロジェクトの目標は、ある程度達
成されたものと評価できる。 
 
２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトでは、原子燃料サイクル政策における技術的合理性と市民選好のギャップを埋

めるための評価手法のアイデアが提示されるとともに、専門家と市民の意識に関する基礎的なデ
ータが収集された。コンジョイント実験により市民の選好構造を可視化し、それを技術オプショ
ンの評価と接続させる枠組みを試行的に提示したほか、政策実装グループの分析により、政策停
滞の構造的な「固着性」の主因が単なる利権構造ではなく政策決定者層が共有する 3E（エネルギ
ー安定供給・経済性・環境適合性）への強い信念にあることを明らかにするなど、原子燃料サイ



 

クル政策の議論の土台となる一定の知見が得られたと評価できる。また、原子力政策に関与する
有識者らとの対話を重ねつつ、独立した第三者機関による透明性の高いオプション評価プロセス
や、市民意思を政策決定に反映させるメカニズムの必要性を提言した点も、将来的な科学技術イ
ノベーション政策の実践に対する貢献として期待が持てる。 
一方で、現状の成果は、本研究開発の主題である市民の選好が先端科学技術の選択にどのよう

に寄与しうるのか、特に政策形成過程における参照可能性やその有用性について十分な検証がな
されたとは言い難い。市民の選好の可視化や第三者機関の設置といった提案は、実際には理論的
なモデルの提示段階にとどまっているのが現状である。現実には、原子燃料サイクル政策が抱え
る法的な枠組みや地域における合意形成、国際関係、そして何よりもこれまでの専門家優位の技
術選択という強固な経路依存性が存在する。本研究開発を通じて提示された知見は、実際の政治
的・行政的な意思決定の力学の中で直ちに実装される性質のものではないものの、将来的な技術
選択をめぐる熟議のあり方、より社会的受容性が考慮された合意形成モデルを検討・構築してい
くための重要な基盤的知見を提供したものと評価できる。 
本研究開発を通じて創出されたこれらの成果が、直ちに現行のエネルギー政策を転換するもの

では必ずしもないとしても、将来的な政策形成のリフレーミングに向けて、開発された手法が現
実の政策形成にいかにして接続可能か、より頑健な形で検証されるような発展的な取り組みを期
待したい。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等に、ある程度貢献し得ると評価する。 
高度な専門性が要求される原子力政策領域において、コンジョイント実験や AI 対話を通じて非

専門家である市民の選好を可視化し、それを技術選択の議論に接続させようとした点は、多くの
科学技術分野で観察される専門家優位の技術領域における民主的統制のあり方を再考する「政策
のための科学」としてのアクション・リサーチの一つのあり方を提示しているといえる。専門家
と市民の間には単なる知識量の差だけではなく、重視する価値観や評価軸（専門家は技術的整合
性や実現可能性、市民は生活実感やコスト等）に構造的な乖離が存在することを定量的に明らか
にしている。こうした認識ギャップの可視化は、合意形成の不全要因を特定するのみならず、政
策形成過程において両者の認識をどのように「調節」し、橋渡しを行うべきかという新たな問い
と知見を提供するものである。 
また、生成 AI を活用した対話実験は、市民の熟慮の質（態度の明確さや確信度）を測定する新

たな手法として、従来の対面式熟議（ミニ・パブリックス）が抱えるコストや規模の制約を補完
し得る可能性を模索する試みであったといえる。本プロジェクトが扱った研究開発要素は、必ず
しも原子力政策やエネルギー政策に限定されるものではなく、広く科学技術をめぐる社会的合意
形成一般に通じる普遍性を帯びている。その意味でも、本プロジェクトの理論的・実証的成果は
今後様々な波及効果が期待できる。 
 他方で、本研究開発で試行された AI 対話手法については、回答内容の妥当性担保やバイアスの
制御など、技術的・倫理的な課題が残されている。実際にこうした手法が将来的な政策形成プロ
セスにおいて参照されるためには、AI とのインタラクションのあり方や、民主的プロセスにおけ



 

る手続き的正当性の確保といった根本的な問いへの対応が求められる。また、対話実験のデザイ
ンやその統制手法についても依然として学術的な課題が残されている。こうした残された課題は、
今後の研究課題としての発展を期待したい。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に関わる新たな研究人材発掘
と人材ネットワークの拡大に貢献したと評価する。 
 本プロジェクトは原子力工学、政治学、社会心理学といった異分野混合チームによる文理融合
アプローチが採用されており、本プログラムおよび SciREX 事業のコミュニティとしても野心的
な試みであったといえる。特に、本プログラムが初期より参画を期待してきた政治学・行政学分
野の若手研究者が、原子燃料サイクル政策という極めて困難な社会課題に正面から挑み、分野や
セクターを横断する研究体制を牽引した点は特筆に値する。シンポジウムの開催や実務家との対
話を通じて、学術界を超えたネットワークの拡大にも寄与しており、その点において新たな研究
人材発掘と人材ネットワークの拡大に貢献したと評価される。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、概ね適切になされたと評価する。 
プロジェクトの目標達成に向けて、自然科学・社会科学・政策実装の 3 つのグループによる分

担体制が構築され、各実施項目において精力的な研究開発活動が展開された。自然科学グループ
による多様な燃料サイクルオプションをめぐるシナリオ設計・評価をはじめ、社会科学グループ
によるコンジョイント実験に向けた大規模なオンライン調査や政策実装グループによる実務家へ
のヒアリングなどが着実に実施され、必要なデータの収集と分析は概ね計画通りに遂行された。
前述の通り、研究開発期間中に生じた生成 AI の普及という技術的環境の変化を好機と捉え、対話
実験の手法を柔軟に変更した点は、不確実な研究環境下ながらも適切な判断であったといえる。 
一方で、各グループ間の連携については課題が残された。特に、自然科学グループが提示した

技術シナリオやデータについて、社会科学グループや政策実装グループが十分に咀嚼可能な形で
生成、提供されたようには窺われず、有機的に統合した形でコンジョイント実験などの中核的な
研究開発内容に組み込まれていたとは言い難い。結果として、研究開発実施内容間の統合度合い
は必ずしも高くなかったように窺われる。グループ間の連携が情報共有や参照のレベルに留まっ
ているようにも窺われ、期待された融合研究としてのシナジー創出には至らなかったと指摘せざ
るを得ない。実際、当初提出された終了報告書（案）における記述量も自然科学グループの成果
に偏重しており、プロジェクト全体としての成果のバランスを欠く構成となっている点は否めな
い。この点は、研究開発の初期段階においてより綿密なすり合わせを行い、各グループ間の役割
分担と統合に向けた具体的な道筋をより一層明確に構想しておくべきであったと評価される。 
 
○本プロジェクトは、研究代表者を中心に一部適切に管理運営されていたものと評価される。 
本プロジェクトは、原子力政策という固有の閉鎖性や機微（いわゆる「ムラ」の論理）が存在

する領域において、異なる専門分野を持つ研究者集団を束ねるという極めて困難なマネジメント
を要するものであった。本プログラムにおけるこれまでの採択実績に鑑みれば比較的若手の研究



 

者にあたる政治学・行政学の研究者が、こうした学際的かつ難易度の高い課題に主体的に取り組
んだこと評価される。 
 しかしながら、実際には、本プロジェクトを構成する複数のグループ間において、全体目標に
対するビジョンの共有やコミットメントの度合いにギャップがみられ、プロジェクト全体として
の有機的な連携体制の構築に課題を残した。とりわけ、自然科学グループと他グループとの間に
おける言語や価値前提の相違を乗り越えるための協力体制が十分であったとは言い難く、各グル
ープ間の調整に苦慮する様子が窺われた。結果として各グループの進捗管理や成果の統合、最終
成果物のとりまとめにおいて課題を残すこととなった。こうした学際的なアプローチと研究開発
体制に伴う構造的な困難や原子力分野固有の難しさについては、プログラムマネジメント側とも
適時共有されながら運営が進められてきたものの、プロジェクト全体としての求心力や統合力を
十分に発揮するには至らなかった側面は否めない。今後は、本プロジェクトにおける経験を背景
に、さらなる融合研究への挑戦とともに、より効果的な統合のプロセス設計とタイムライン管理
を通じた優れたマネジメントの実践につなげていくことを期待したい。 
 なお、本プロジェクトの運営においては、プログラムマネジメント側の伴走支援のあり方にも
課題が残された。プロジェクトの研究開発の進捗状況を踏まえて様々なアドバイスやフィードバ
ックがなされたが、なかには意図せぬ形でプロジェクト側に受け止められ、結果としてプロジェ
クト側の対応に一部混乱を招いた側面も見受けられた。ハンズオンマネジメントにおいては、こ
うした意図せぬ影響及ぼしうることを踏まえ、マネジメントの側はより慎重かつ自制的に、一方
で的確な助言を実行していくことがあらためて求められるところである。 
 
■総合評価 
一定の成果が得られた／一定程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトは、わが国の科学技術政策の中でも特に合意形成が困難な原子燃料サイクル政

策を対象に、再処理路線の維持が自己目的化し議論が膠着している現状を背景としつつ、技術的
なシナリオ分析と、感情を含む市民の選好構造の解明、そして熟議を促すコミュニケーション手
法の開発に多角的に取り組んだ意欲的な研究開発である。 
研究開発を通じて、自然科学グループによる 8 つの技術シナリオの体系化、社会科学グループ

によるコンジョイント実験を用いた市民と専門家の評価軸のズレの可視化、そして政策実装グル
ープによる政策の「固着性（stickiness）」の構造的解明といった成果を創出した。これらは、「賛
成か反対か」の二項対立に陥りがちであった従来の議論に対し、複数の選択肢に基づく「比較と
選択」という新たな視座を与えるものである。具体的には、専門家が決めた技術を市民に「理解」
させるだけでなく、市民の選好を技術選択の重要な変数として組み込むというアプローチをとる
ことで、科学技術政策における市民参加型の意思決定のあり方を試行的なモデルとして提示した
といえる。高度な専門性が要求され、専門家支配の強固な技術領域において、非専門家による民
主的統制の実践モデルを提示し、その有用性を検証しようとする本プロジェクトの試みは、「政策
のための科学」としてのアクション・リサーチの一つのあり方を実践的に提示しているといえる。 
原子燃料サイクル政策という高度な専門性と複雑な社会的背景を持つテーマに対して、このよ

うな特筆すべき成果を創出するに至った背景としては、政治学・行政学分野の若手研究者が中心



 

となり、原子力工学や社会心理学といった異分野の専門家を束ね、果敢に挑戦した点が指摘でき
る。原子力分野特有の閉鎖性や機微が存在するなかで、粘り強くステークホルダーとの対話や連
携を重ね、一定のデータ基盤と議論の土台を構築したことは評価に値する。 
一方で、提示された先端科学技術をめぐる市民選好の可視化に関する理論的な枠組みやその実

践手法が現実の合意形成プロセスにどのように接続され得るかについては、依然として課題が残
されている。原子燃料サイクル政策が抱える法的な枠組みや地域における合意形成、国際関係や
安全保障、そして何よりもこれまでの専門家優位の技術選択という強固な経路依存性が存在する。
こうした実際の政治的・行政的な意思決定の力学の中で、提示された熟議の枠組みがどの程度の
説得力を持ちうるかについては、行政官を含めた幅広いステークホルダーとの間で、市民選好を
取り込むことの重要性や政策的な実現可能性をしっかりと議論し、その接続の可能性を探索する
ことがより一層求められた。また、プロジェクト内部においても、学際性にともなう背景や文化、
言語等の壁もあり、各グループの知見を有機的に統合して具体的な政策提言へと昇華させるプロ
セスには課題が残された。 
しかしながら、原子力政策をめぐる現状の「賛成か反対か」といった二元論にもとづく閉塞感

を打破するための具体的な制度設計案や、AI チャットボットを活用した新たな熟議の可能性が提
示されたことは、将来的に政治的・社会的状況が変化し、政策決定プロセスのリフレーミングが
求められる状況となった際に、今後のアジェンダ設定に向けた重要な基盤的知見となることが期
待される。今後は、本プロジェクトにおける実践的な取り組みを通じて構築された官民・産学間
のネットワークやデータ基盤、開発された対話支援システム等を活用し、更なる研究開発と社会
実装の取り組みへと発展させていくことを強く期待したい。 
 
■特記事項 
なし 
 


